
― 11 ―

【原著論文】食育プログラムの教育効果
― 食育プログラム実施前後の給食残量の変化 ―
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Benefits of a Dietary Education Program:
― Comparison between Grades in which a Food Education Program

Was and Was Not Implemented ―
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　The purpose of this study was to verify the effectiveness of a dietary education program implemented in 
the general studies classes of third-grade elementary school students. The amount of school lunch left over 
by all students at the school （N = 1,047） was measured. Then, the amounts left over by the 187 third-grade 
students who participated in the program （dietary education group） and the 860 students in grades 1, 2, 4, 
5, and 6 who did not participate in the program （non-dietary education group） were compared. Students in 
the dietary education group also completed a self-administered questionnaire about their awareness of 
leftover food and a survey in which they freely described their goals for the future following the dietary 
education program. The results showed that after the program, the proportion of school lunch that was left 
over was significantly lower for the dietary education group compared to the non-dietary education group. 
Among the students’ goals for the future, the most frequently mentioned goal was “Eat,” which had a 
strong concurrent relationship with “School lunch,” “No leftovers,” and “Value.” The results suggested that 
the dietary education program effectively fostered an attitude of valuing food and encouraged students to 
reduce the amount of leftover food.
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【目的】

小学校 3 年生の総合的な学習の時間で行った総時
間数 9 時間の食育プログラムの教育効果を検証する
ことを目的とした。

【方法】

全校児童1,047人を，食育プログラムを実施した 3
年生（食育群）187人と食育プログラムを実施しな
かった学年 1 ，2 ，4 ，5 ，6 年生（非食育群）860
人の 2 群に分類し，比較した。食育プログラムの教
育効果を， 2 群の食育プログラム実施前後の給食残
量割合の比較で検証し，食育群には，食育プログラ
ム実施前後における残食意識の変化と食育プログラ
ム実施後におけるこれからの目標を調査した。統計
解析には， 2 群の平均値の差については t 検定を，
独立性についてはカイ 2 乗検定を，自由記述につい
てはテキスト分析を用いた。

【結果】

食育群の給食残量割合は食育プログラム実施前に
は主食14.2％，おかず6.7％，実施後には主食4.7％，
おかず0.9％で，有意差を認めた。食育プログラム実
施後には実施前と比較して，残食意識の設問「給食
を残さず食べることは大切だと思いますか」の回答
割合が有意に変化した。食育プログラム実施後のこ
れからの目標では語の共起関係を示す共起ネット
ワークは，出現回数が最も多い「食べる」は，「給
食」，「残さず」，「大切」と強い共起関係にあった。

【結論】

本食育プログラムは，食べ物の残食行動を変化さ
せ，食べ物を大切に残さず食べようとする目標を醸
成する教育効果があることが示唆された。

Ⅰ．緒言

学校教育としての食育は，「食育基本法」が平成17
年に制定されて以降，「様々な経験を通じて食への
関心を高め，食に関する適切な知識と食を選択する
力を習得し，健全な食生活を実践できる人間を育て
ること」1）として「小学校学習指導要領」2）や「食に
関する指導の手引き　第一次改定版」3）により組織
的・計画的な方法で教育されている。

学校での教育は，学習評価4）を通して学習指導の
あり方を見直すことやその教育方法の有効性を示す

ことが必要である。教科教育では各教科からの教育
研究が報告されているが5）6），食育の研究には，食べ
残しの状況と給食の楽しさと食べる自信との関連7）

や食べ残しと体格との関連8）などの横断研究はある
が，教育方法を検討した先行研究は少ない。

我々はこれまでに小学校 3 年生を対象として，対
照群を設けない前後比較研究により総合的な学習の
時間での食育プログラム（以下，「食育プログラム」
とする）には給食の残量を減少させる効果があるこ
とを報告した9）。本研究は，食育プログラムを実施
した学年9）とこの報告と同時期に調査した食育プロ
グラムを実施しなかった 1 ， 2 ， 4 ， 5 ， 6 年生と
を比較することで，食育プログラム実施の有無によ
る差を検証することを目的とした。

Ⅱ．方法

1 ．対象

全校児童数1,047人の一小学校9）を調査校とし，調
査対象は食育プログラム9）を受講した 3 年生（食育
群）187人と，対照群は食育プログラムを実施しな
かった学年 1 ，2 ，4 ，5 ，6 年生（非食育群）860
人とした。食育群に対する総合的な学習の時間10）に
おける食育プログラムの評価の流れと本研究全体の
調査のプロトコルを図 1 に示す。食育プログラムは，
単元名を「名古屋の食べ物はかせになろう」とし，
ねらいは身近な地域の食べ物や伝統的な食文化に関
心を高め，食べ物を大切にする態度を育てることと
した。食育群は2015年 9 月から12月に，地域の食べ
物や食文化の理解を深める学習活動である全 9 時間

（ 1 時間の授業は45分間）の総合的な学習の時間で食
育プログラムを受講した。非食育群は通常授業およ
び給食指導の食に関する指導を受けたのみであり食
育プログラムを受講しなかった。

2 ．調査内容

学校教育の授業内での食育の教育効果として，残
さず食べる行動へのつながりが報告されている11）こ
とを鑑み，本研究の食育プログラムの効果の評価は，
食育プログラム実施前後の給食の残量とした。調査
時期は食育プログラムを実施する前の 9 月（以下，

「実施前」とする）に 9 日間と食育プログラム実施後
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の12月（以下，「実施後」とする）に10日間とし，食
育群と非食育群の給食の残量を同時期に調査した。
食育群では学級担任の給食指導は残量調査期間中と
期間外で異ならないように配慮し年間計画に従っ
た。食育群と非食育群のいずれも，残量は牛乳を除
く主食とそれ以外のおかず（主菜・副菜・汁物・デ
ザート）の二分類として調査した。二分類とした理
由は，主食もおかずも給食の残量があり，おかずの
残量は児童の嫌いな食べ物の上位である野菜が占め
る12）ことから，主食と野菜を含む主菜，副菜，汁物
の重量を調査することが必要と考えたからである。
また児童の食缶への戻し間違いや計量の手間を軽減
し計量ミスを最小に抑えることに配慮して，本研究
ではおかずにデザートも含めて一括して計量するこ
ととした。給食残量の測定方法は，先行研究の方法9）

と同様に栄養教諭と調理員が給食返却時に各学級の
食缶ごとの汁物等の水分を含め計量し残量重量とし

た。献立の提供重量は提供日によって異なるため，
残量重量を給食提供重量の総重量で除し算出した。

食育群には，自記入式の調査票を用いて，先行研
究同様9）に，食育前後の残食の意識を調査するため
に，食事を残さず食べるのは大切だと思うか，につ
いてと食育後には，自分の目標として食べ物にどの
ようにかかわるかこれからの自分の目標への回答を
自由記述により求めた。調査票調査の解析対象者は，
食育群187人のうち実施前後のいずれにも回答した
184人とした。得られた回答は独立行政法人日本ス
ポーツ振興センターの児童生徒の食生活状況調査の
分類方法12）に合わせ，「食事を残さず食べることは
大切だと思いますか」に対しては，「思う」と「少し
思う」・「あまり思わない」・「思わない」に分類した。
食育プログラムの授業時間内に各教室で学級担任と
栄養教諭が調査票を配布・説明し，記入後にその場
で回収した。

図 1 　食育プログラムの流れ
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3 ．統計解析

残量割合の平均値の差を t 検定で，食育群に対す
る食育プログラム実施前後の残食意識の独立性をカ
イ 2 乗検定で解析した。解析には統計解析ソフトで
あるjs-STAR（version 8.1.1j）13）を用いた。有意水
準は 5 ％（両側検定）とした。

自由記述によって得た記述内容の解析には，テキ
スト型データ解析用フリーソフトウェアであるKH 
Coder（樋口耕一，日本）14）を用いた。KH Coderの
分析レベルは，テキスト分析の集計単位を文とし，
品詞については名詞，動詞，サ変名詞，形容動詞な
ど品詞ごとに結果を得る標準設定とした。共起関係
の設定である描画数は標準設定である60とした。自
由記述された語を解析する際には記述された内容の
仮名と漢字は児童が記述した形そのままでデータ化
して用いた。同じ語の活用形も活動内容が違うため，
統一せずに児童の記述のままとした。

4 ．倫理的配慮

本研究は，小学校の授業内および学校教育の一環
として実施する研究であるため，保護者，児童に対
して説明を行い許可を得，併せて調査対象となる小
学校から許可を得た。食育群には，保護者に対して
学級懇談会の際に学級担任が口頭で，研究の目的と
総合的な学習の時間における食に関する指導の中で
記名欄に食育プログラムの授業前後を対応させるた
めに組と出席番号を記入させて調査研究を行うこ
と，給食の残量調査を行うことを説明し，調査研究
への不参加希望者は口頭で申し出てもらうようにし
た。児童に対しては研究等実施者が調査実施前の総
合的な学習の授業時間内に口頭で，研究目的と記名
欄への記入があること，本調査を授業中に実施する
ことと調査への参加を拒否した場合や調査票を提出

しない場合でも成績には関係しないことを説明し
た。また，食育プログラムの授業前後を対応させる
ため調査票に組，出席番号，氏名を記入させること
と本研究に参加しない意志がある場合には担任を通
じ申し出ることを，保護者には調査説明時に，児童
には調査実施時に口頭で説明した。調査票は各教室
で学級担任と栄養教諭が配布・説明し，学級担任と
栄養教諭で実施した。非食育群の学級担任と児童に
は，給食の残量調査を行うことを説明し，調査研究
への不参加希望者は口頭で申し出てもらうようにし
た。食育群，非食育群とも研究への不参加希望者は
0 人であった。金城学院大学ヒトを対象とする研究
に関する倫理調査委員の承認を得て実施した。（第
H15006号）。

Ⅲ．結果

1 ．給食の残量割合

本研究では，給食の残量割合は欠席者分の残量を
考慮しなかった。考慮しなかった理由として，調査
対象者となった 3 年生の在籍者数である187人とそ
れ以外の学年の860人（ 1 年生175人・ 2 年生185人・
4 年生157人・ 5 年生167人・ 6 年生176人）のうち，
残量を計量した実施前の 9 日間と，実施後の10日間
で欠席者数はそれぞれ各クラスに 0 ～ 2 人であり，
残量調査期間のすべてを欠席する児童はいなかった
ためである。食育プログラム実施前後の残量割合の
結果を表 1 に示す。食育群と非食育群を比較すると
食育プログラム実施前では，食育群の残量割合は主
食で14.2％､ おかずで6.7％，非食育群は主食で
10.4％，おかずで4.9％であり，有意な差を認めなかっ
た。食育プログラム実施後は，食育群では主食で
4.7％，おかずで0.9％，非食育群は同時期調査では主
食で11.6％，おかずで3.9％であり､ 食育群は非食育

表 1 　食育プログラム実施前後の残量割合　
食育実施前（%） 食育実施後（%）

食育群 非食育群 食育群 非食育群
主　食 14.2 ± 7.4* 10.4 ± 5.3 4.7 ± 2.0* 11.6 ± 6.5
おかず 6.7 ± 4.3** 4.9 ± 2.4 0.9 ± 0.6** 3.9 ± 1.2

平均±標準偏差
値は全体の残量重量を給食提供重量の総重量で除し算出した残量割合（%）
t 検定、有意水準は 5 %（両側検定）。
*p＝0.01、**p＝0.006 同じ記号で有意差あり。
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群より，主食で6.9ポイント（p＝0.01），おかずで3.0
ポイント（p＝0.006）低く，主食，おかずともに食
育群と非食育群の間に有意な差を認めた。非食育群
では，食育プログラム実施前の調査時期と実施後の
調査時期とでは，主食で実施前時期が10.4％，実施
後時期が11.6％，おかずで実施前時期が4.9％，実施
後時期が3.9％であり，実施時期前後には給食残量に
有意な差を認めなかった。

2 ．食育群に対する調査票による調査

残食意識の結果を表 2 に示した。「食事を残さず
食べることは大切だと思いますか」に「思う」は，
実施前で155人（84.2％），実施後で174人（94.6％）
であり有意な差を認めた（p＜0.01）。

これからの目標の自由記述の総抽出語数を表 3 に
示す。総抽出語数は4,397語（398文）で，動詞では

「食べる」が142回，名詞では「名古屋名物」135回，
形容動詞では「残さず」が67回出現していた。語の
共起関係を示す共起ネットワークは，先行研究に示
した通り，出現回数142回の「食べる」は，「給食」，

「残さず」，「大切」と，また出現回数26回の「伝え
る」では「家族」が強い共起関係にあった。名詞に
出現している「名古屋名物」は単元名にある語であ
るため，単元の理解も深まっていたと考えられた。

Ⅳ．考察

本研究は，全 9 時間からなる総合的な学習の時間
における身近な地域の食べ物や食文化に関心を高め
る食育プログラムの教育効果を，食育群と非食育群
との比較によって検証することを目的とした。

給食の残量割合は，実施前では食育群と非食育群
とに差がなかったものの，実施後には，食育群のみ
残量割合が低くなった。坂本らは，給食に使われて
いる食品や食べ物への関心を高め，残さず食べる行
動形成を指標とした学習プログラムでは，給食残量
は学習前より学習後で低下し，その低下は学習の効
果によると報告している11）。本研究においても，食
育群のみにおいて給食残量割合が有意に低下してい
たことから，食育プログラムが食べる行動を形成す
る効果があった可能性が示唆された。

表 2 　学校給食（残食意識）についての調査（n＝184）
項目 食育実施前 食育実施後

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％） p値1

食事を残さず
食べることは
大切だと思い
ますか

①思う 155 84.2 155 84.2 174 94.6 174 94.6 

p＜0.01
②少し思う 25 13.6 

29 15.8 
9 4.9 

10 5.4 ③あまり思わない 4 2.2 1 0.5 
④思わない 0 0.0 0 0.0 

1　x２検定による。

表 3 　食育プログラム実施後の「総合的な学習の時間のまとめ」に出現した語
「総合的な学習の時間のまとめ」の質問項目 出現回数（回）
「なごやの食べ物や食文化の学習を終えて、
あなたはなごやの食べ物はかせとして、食
べ物にどのようにかかわるかこれからの自
分の目標を書きましょう」 

記述文章合計 398
総抽出語 4,397

動詞 食べる 142
知る 32
教える 29
伝える 26
思う 24

名詞 名古屋名物 135
食べ物 57
給食 52
大切 37
人 30

形容動詞 残さず 67
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食育群では，食育プログラム実施前後で，食事を
残さず食べることは大切かどうかに対し，大切と思
う割合が有意に増加した。さらに食育群の自由記述
では「残さず」が36.1％であることや，「残さず」，

「大切」が目標に共起されていた。児童の記述には
「食べ物や給食を残さず食べていきたい。」が64人，
「食べ物を大切にしていきたい。」が23人，「食べ物に
感謝して食べていきたい。」が12人見られた。谷口ら
は児童の食べ残しの行動にもったいないと思う気持
ちなどが影響を与えていると報告している15）。本研
究の食育プログラムは，食べ残さないことやもった
いないことについて教育していないが，もったいな
いと思う気持ちが生まれたことで給食残量が減少し
た可能性がある。また，子どもの気付きをワークシー
トへ記述させ教師の指導を加えることにより，子ど
もの中に重層的な思考を生み出すことが報告されて
いること16）から，本研究の食育プログラムの継続的
な 9 時間の学習により，重層的に食べ物を大切に食
べる意識を生み出した可能性も考えられた。

本研究における食育プログラムは，食べ物を残さ
ず食べる，食べ物を大切にするという学習効果があ
り，食に関する指導の目標3）である身近な食べ物を
大切にし生産等に関わる人々へ感謝する心の育成に
効果を示すために有効であると考えられた。

本研究の限界は，公立小学校の一校の一学年のみ
を対象とした研究であり，食育プログラムの効果を
一般化できない点である。今後は，発達段階が異な
る複数の学年に適する食育プログラムの構築とその
効果についてさらなる研究が必要である。

Ⅴ．結論

小学校 3 年生（食育群）を対象とした総合的な学
習の時間の体験学習を取り入れた全 9 時間の食育プ
ログラムの実施前と実施後の給食残量，残食意識を
評価し教育効果について，食育群と非食育群の給食
の残量割合を検証した結果食育群は有意に残量割合
が低かった。食育群では食育プログラム実施後に，
行動目標に「残さず」，「大切」が共起されていたこ
とから給食の残量割合が減少した理由は残さず食べ
ようとする意欲の高まりと行動形成によると推察さ
れた。

本食育プログラムの教育効果は，給食の残量を減
少させることと児童の残食行動を変化させ，食べ物
を大切に残さず食べようとする行動を喚起すること
であると示唆された。
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